
3 款 1 項 9 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 27,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

前年度からの会員数増減 人 -149 0 0 -14
老人クラブ会員数 人 3118 3118 3118 3104
単位老人クラブ数 単位老人クラブ数 68 68 68 68

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 7,799 8,563 6,733 8,114

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 417 417 0 409

人件費 3,254 3,579 1,789 3,579
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.40 0.45 0.23 0.45
人件費単価 8,135 7,954 7,954

3,579
合計 0 8,980 6,733 8,523

事業費
直接事業費 4,962 5,401 4,944 4,944
人件費 3,254 3,579 1,789

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

高齢者が地域社会に積極的に参加・貢献し、会員の健康と生きがいづくりのために支援する。

事業の内容

各老人クラブや伊予市老人クラブ連合会の自主的な活動への助言、指導や助成金の支給

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 伊予市老人クラブ連合会及び単位老人クラブ

根拠法令等
老人福祉法、伊予市老人クラブ育成事業補助金交付要綱

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 長寿介護課 電話番号（内線）： 544
記入者情報 所属長： 武智 茂記 担当責任者： 田村 政幸

事務事業名 老人クラブ育成事業
予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

今年度から60歳台の会員獲得に向けた活動を行ったが、老人クラブ加入率は減少している。全国平均の
加入率が39.5％ということであるが、本市の加入率が何故低いのか、そのあたりの原因を探る必要がある
のではないか。また、老人クラブ加入者の自主性を育てていく施策を講じていくべき。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 2

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

老人クラブが任意団体でありながら、社会における老人クラブの位置づけが高まっているのは、今後増加
する高齢者の社会参加の手段として、また、介護予防の担い手として期待されているためである。一方
で、補助金に頼る運営を続けることは、任意団体としての自主性や独立性を失わせ、社会が期待する「受
け皿」としての団体運営ができなくなる恐れもある。市老連では「県老連若手委員」を理事に含め、６０歳
台の会員獲得に向けた取り組みが始まったばかりであるが、会員相互の融和や親睦を図りつつ、役員の
若返りと、それによる活動活性化に向け支援しなければならないと考える。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 2

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 2

C成果向上の可能性 4

目　　標 39.5% 39.5% 39.5% 0
実　　績 22.4% 21.3% 0 0

成果指標

成果指標
老人クラブへの加入率（会員数／６０歳以上人口）を３９．５％とする。

指標設定の
考え方

加入率の全国平均を目標とした。高齢者人口が増加しているにもかかわらず老人クラブ加入率は減少傾向に
ある。生活様式や趣味の多様化等による影響、若手会員の減少による活動組織の弱体化、老人クラブに対す
る社会の理解不足などを克服し会員数を増加させることは、将来的な自主運営や社会扶助の増進につながる
と考える。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


